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企業と労働者プリント 名前

問1 労働三法と呼ばれる法律のうち、労働基準法の役割と目的について正しく説明しているものはどれですか。 （2024年 岐阜県公立入試 類似）

1. 賃金や労働時間などの労働条件に
ついて、使用者が守るべき最低限の
基準を定めることで、労働者の生活
を保障する。

2. 労働者が労働組合を結成し、使用
者と対等な立場で団体交渉を行う権
利を保障する。

3. 労働者と使用者の間で労働争議が
発生した際、委員会が介入して解決
をはかるための仕組みを定める。

4. 事業主に対して、採用や昇進にお
いて性別による差別を禁止し、均等
な機会を確保することを求める。

問2 企業の分類において、国や地方自治体が出資する資金によって運営され、水道事業などのように公共の利益を目的とする組織の名称として正し
いものはどれですか。 （2024年 熊本県公立入試 類似）

1. 非営利組織 2. 私企業 3. 公企業 4. 株式会社

問3 日本企業がタイやフィリピンなどのアジア諸国へ進出する主な経済的な背景について、2014年時点の統計で日本の月当たり賃金が2,000ドルを
超えているのに対し、これらの国々が500ドルから1,000ドル程度である状況を踏まえた説明として、最も適切なものはどれですか。 （2016年

群馬県公立入試 類似）

1. 現地の賃金が日本と同水準になる
まで無償で技術協力を行うことが、
国際社会における日本企業の最大の
義務となっているため。

2. 日本国内の市場が急激に拡大し、
国内生産だけでは供給が追いつかな
いため、現地の豊富なエネルギー資
源の確保のみを目的として進出して
いる。

3. アジア諸国の技術水準が日本を上
回ったため、高度な技術提供を受け
ることを唯一の目的として、すべて
の工場を海外へ移転させている。

4. 日本に比べて労働賃金が低いため
、製品の生産コストを抑えられる。
さらに、現地の経済成長によって将
来的に製品の消費の増加が期待でき
るため。

問4 日本の製造業における大企業と中小企業の状況について、事業所数と製造品出荷額等の割合を比較した説明として最も適切なものを選択してく
ださい。 （2018年 福岡県公立入試 類似）

1. 大企業は事業所数こそ少ないが、
製造品出荷額等の9割以上を占めて中
小企業を圧倒している。

2. 事業所数では中小企業が全体の約
99％を占めるが、製造品出荷額等で
は大企業と中小企業がほぼ半分ずつ
を占めている。

3. 事業所数においても製造品出荷額
等においても、中小企業が全体の9割
以上を占めている。

4. 事業所数では大企業が約9割を占
めているが、製造品出荷額等では中
小企業の割合の方が高い。

問5 近年、日本の労働環境において「仕事と生活の調和」を重視する考え方が広まっています。労働者が仕事上の責任を果たしながら、家庭や地域
での生活を充実させ、その双方が好循環を生み出すことを目指すこの考え方を何というか、名称を答えなさい。 （2016年 岡山県公立入試 類似）

1. 終身雇用 2. 成果主義 3. 年功序列 4. ワーク・ライフ・バランス

問6 近年の自動車産業では、地球温暖化対策の一環としてガソリン車から電気自動車（EV）への移行が進んでいます。自動車産業の構造を示した資
料において、電気自動車ではガソリン車に不可欠だった特定の主要部品が不要になると指摘されていますが、この変化が既存の部品メーカーに
与える影響として最も適切なものを選択してください。 （2019年 長野県公立入試 類似）

1. 電気自動車では複雑な制御が不要
になるため、高度な技術を持つ部品
メーカーよりも、単純な組み立てを
行う工場の重要性が高まる。

2. ガソリン車で使用されていた全て
の部品が電気自動車でもそのまま転
用できるため、部品メーカーの雇用
や経営状況に変化は生じない。

3. エンジンや変速機などの部品が不
要になるため、これらを製造してき
た部品メーカーは、新技術への対応
や事業転換を迫られるリスクに直面
する。

4. 電気自動車への移行により必要な
部品点数が大幅に増えるため、既存
の部品メーカーは現在の設備をその
まま使って増産体制に入る必要があ
る。

問7 男女共同参画を目指す日本において、いまだに解決すべき課題として残されている、男性の平均賃金が女性の平均賃金よりも高い状態などに代
表される問題を何といいますか。 （2023年 宮崎県公立入試 類似）

1. 平均寿命の差による格差 2. 世代間における所得の格差 3. 性別による働く環境の格差 4. 働く外国人数増加による格差

問8 現代の日本における私企業は、環境保全や地域のボランティア活動といった社会貢献に積極的に取り組む姿勢が求められています。しかし、私
企業が組織として存続し、経済活動を継続していくための本来の目的として、最も適切なものはどれですか。 （2018年 秋田県公立入試 類似）

1. 日本銀行のように、紙幣を発行し
て通貨量を調節すること

2. 生産やサービスの提供を通じて利
益を上げること

3. 行政機関として、道路の整備や福
祉などの公共サービスを行うこと

4. 家計から資金を預かり、他の企業
へ貸し出すこと

問9 労働者が個々の力では弱い立場を補うために団結し、賃金や労働環境の維持・改善を求めて経営者と対等な立場で交渉を行うために結成する組
織として、最も適切な名称を選びなさい。 （2016年 香川県公立入試 類似）

1. 消費者団体 2. 労働組合 3. 協同組合 4. 経済同友会

問10 日本の労働法規において、労働者が人間らしい生活を送ることができるよう、賃金や労働時間などの労働条件の最低基準を定めた法律を何とい
いますか。 （2024年 長崎県公立入試 類似）

1. 労働基準法 2. 労働組合法 3. 労働関係調整法 4. 最低賃金法

問11 男女雇用機会均等法が制定された背景や、その目的についての説明として最も適切なものはどれですか。 （2015年 長崎県公立入試 類似）

1. 労働者と使用者の間で発生した労
働争議を、労働委員会が中立的な立
場で調整・解決するため

2. 育児や介護と仕事を両立させるた
めに、すべての企業に短時間勤務制
度や休暇取得を義務付けるため

3. 年功序列や終身雇用といった日本
独自の雇用慣行を法的に保護し、労
働者の身分を安定させるため

4. 女性が職業生活においてその能力
を十分に発揮できるよう、職場での
性別による不当な扱いを解消するた
め

問12 日本国憲法第28条では、労働者の権利を守るための「労働基本権（労働三権）」が認められています。このうち、労働組合が労働条件の改善を
求めて使用者（雇い主）と話し合いを行う権利を何といいますか。 （2025年 群馬県公立入試 類似）

1. 団体行動権（争議権） 2. インフォームド・コンセント 3. 団結権 4. 団体交渉権

問13 日本において、労働者の健康を維持し過重労働を防止するために、労働基準法で定められている原則的な「一週間あたりの労働時間の上限」と
して正しいものはどれですか。 （2020年 愛知県公立入試 類似）

1. 週四十八時間 2. 週八十時間 3. 週四十時間 4. 週三十時間


